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　　　　　　　鎌　田　昭　吉

　「経営指標」にもとづいて，ここ5，6年間の本道製材業の経営状況をながめてみる。
　高度成長時代から一転して減速時代に入り，企業をとりまく経済環境はかってないきびし
い試練と混迷に直面している。中小零細企業としての共通の悩みをかかえ，そのうえ資源の
低質化，木材の需給事情の変化などに対する適応性がつよく問われている木材工業の基幹業
種である製材業は，いまこそ一層きめ細い経営合理化につとめ，過去において発揮されたす
ぐれた環境適応力によって生き抜けることが肝要であろう。

　1． 概　況

  1．1  経済状況の動き

　比較対象期間とした，昭和49～53年度のわが国の経

済は，従前とはまさに“様変り”ともいうべき大きな

変化をしている。

　前半：昭和48年10月突如発生した石油ショックは，

10数年来つづいた景気上昇・過勢による需給のひっ迫

と価格上昇をいっきにパニック状態まで追いつめ，い

わゆる“狂乱物価”をもたらした。昭和30年代後半か

らつづいた順風満帆の高度成長はここに終止符をうっ

た。昭和49，50年に入ると，物価も鎮静化の様相を示

し始めたものの，同時に産業活動は停滞の色を深め，

景気は急速に悪化し，戦後，最大・最長の構造不況に

発展し，経済成長はついに0～3％代に転落した。以

後いわゆる減速経済期に入った。

　後半：50年春から，政府は低成長持続の危機からの

脱出を試み，財政・金融両面からの景気対策をとり，

52年度からは公共投資の大幅な拡大と早期発注，さら

にこれらと並行して公定歩合の引下げといった思いき

った景気刺激策を講じた。こうした政策的努力にもか

かわらず，いちど冷えこんだ個人消費支出は回復せず

民間設備投資は減退，景気は停滞しつづけ企業倒産が

多発し，また減量経営の結果失業者の数は高い水準で

推移している。

　長期不況がつづいている今日，最近になってようや

く不況からゆるやかな回復基調にむかっている。とは

いえ，その歩調は鈍く，減量経営への移行，円の乱高

下や国際競争の激化，資源事情の悪化などきびしさは

変りない。

　このような一般経済情勢の中にあって，本道経済は
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もとより，木材工業・製材業もその例外でなく，産業

界全体に不況感が強くあふれ，不確実性の時代をむか

え，経営の困難の度を増している。

　本報は，こういった悪条件のもとにある中小製造業

（日本標準産業分類の小分類191業種）の経営指標の

数値をよりどころにして，本道製材業の経営状況，な

かでも生産性の問題に重きをおいて，全国中小企業や

関連周辺業種と比較検討してみたものである。

  1．2　製材業・経営の特徴

　従前からたびたびいわれていることであるが，製材

業経営のきわだった特徴を要約すると，

  1． 製材業は慢性的な中小零細過多という業界構造

　　となっている。

　2． 木材価格は変動幅が大きく不安定であるが，短

　  期的には建築着工動向に左右され乱高下し，長期

  　的には資源の制約という供給事情から上昇基調に

　　ある。

　3． 中小零細過多という業界構造が原木調達面では

　  過当競争により，販売面では在庫調整力の弱さに

　　よって，これをさらに助長している。

　4． 原木調達面で過当競争がみられ，ただでさえ供

　　給に弾力性を欠く原木の価格を高騰させている。

　　一方，代替品との競合関係から製品価格アップに

　　限度があり，慢性的な原木高の製品安の状態から

　　脱却できないでいる。

　5． 財務的には低収益体質である。収益の低い根底

　　は製造原価に占める原木費のウェイトが高く，限

　　界利益率が低いことである。このため，利益を計

　　上するには，一定操業度を維持することが不可欠

　　となっている。

　6． 企業面からみると経営基盤がすこぶるぜい弱で

　　ある。

　7． 金融面では資金力の弱さがみられ，自己資本比

　　率が低く，借入金の占める割合が高く，中小零細

　　企業のわりに金利負担が重い。

　8． 生産性の面からみると付加価値が低く，労働生

　　産性が低位である。

　製材業は，上にあげたようなマイナス要因を多くか
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かえているが，道内主要産業の一つで，その出荷額は

昭和49→53年，1,443億円→1,752億円，道内全製造業

出荷額に占めるウェイトは約4.7→4.3％である。製材

工場数は減少傾向（49年度・920工場～53年度・847工

場）にあるとはいえ，いまだ多く，工員数は53年度末

現在10,515人（常用9,604人，臨時911人）である。

　生活と密接な関係にある住宅建築用資材を供給して

おり，卸売物価に占めるウェイトも1.43％と各種の工

業製品の中にあって，いぜんとして生活上の重要な位

置を占めている。

　このような業界・企業の特性をふまえて，つぎに製

材業の経営内容について少し突っ込んでながめてみ

る。

　2．収益性の動き

　第1表は昭和49～53年度における北海道（道商工指

導センター）と全国（中小企業庁）の経営指標から，

製材業とその周辺業の主要な経営比率をとりあげてみ

たものである。この表から，おおまかにつぎのような

ことが読み取られる。

（1)製材業は48年をピークとするインフレ景気でほか

の製造業と同様に利益を享受した。この影響は49年度

（49年6月末までに終了する事業年度）までつづい

た。

（2)しかし，50年度に入るとインフレ景気が落ち込

み，製造業は全国・北海道おしなべて収益性がいっき

ょに低下した。とりわけ，製材業と合単板製造業にそ

のことがいえる。

　50年度には黒字から欠損（調査時において営業利

益，経常利益，税引前利益のいずれかが赤字の企業）

に転落する企業が急増した。この水準は，国に比べて

一段と悪く，全般的に本道企業の体質があいかわらず

ぜい弱であることを示している。とりわけ，道の製材

業（欠損企業率53.3％）と合単板製造業（同じく68.8

％）は，家具建具製造業（同じく26.2％）や道製造業

平均（同じく29.4％）に比べて，いちぢるしく劣悪

で，水面下の会社（赤字企業）の方が健全企業（黒字

企業）より多いという無惨な姿をさらした。
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第1表　製 材 業 と 周 辺 業 の 収 益 状 況

（3)52，53年度に入っても，低成長経済下での景気低

迷の中にあって，全般的に企業の収益性は低位のまま

推移し，赤字企業もさほど減らず，好転のきざしはま

だみえない。ただ，わずかながら合単板製造業などに

ドン底からの立ち上がりの兆候がみられる。従来，本

道中小企業の経営は全国的な景気の波にそれほど大き

な影響を受けないといわれてきたが，収益性の数値の

動きからみると，今回の不況がいか

に深刻で，また全体的なものであ

り，本道企業にも大きく影響を与え

ているかがしられる。

（4)製材業では，大規模工場よりも

むしろ小規模工場の方が経済環境の

変化に対して適応力があるといわれ

てきたが，表の数値をみるかぎりで

は，そのような傾向はとくに認めら

れない。規模の大小にかかわりな

く，おしなべて不況の波にすっぽり

とのまれたといえよう。

　なお，12頁の付表1に，全国・北

海道の経営指標（昭和50・53年度，

中小製造業・製材業・合単板製造業

平均）をつけ加えたので，あわせて

参照していただきたい。

　3． 財務の動き

　第2表により，資産・負債・資本

の関係についてながめてみる。

　総資本対自己資本比率に目をむけ

ると，全国に比べて北海道の企業は

相対的に低位で，企業の体質に“較

差”のあることを認めざるをえな

い。なかでも，本道製材業がその悪

い方の代表格といえよう。

　高度成長時代には“借金は善な

り”という考えの下に，会社は競っ

て金融機関から大きな借金をして，
結果的には自己資本比率の低下をもたらした。その反

省として，現在，減量経営・ぜい肉けずりが強くとな

えられているゆえんである。不況下で生き抜けるため

の合理化や設備投資のさしひかえが中小企業全体に浸

透し，その結果が53年度の比率にあらわれてきている

とみられる。

　本道製材業の黒字企業では，自己資本比率が19.4
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第2表　製材業と周辺業の財務状況　　　　（単位　％）

％（50年度）→20.8％（53年度）に向上しているのに

対し，赤字企業では17.1→14.4％に下がっている。こ

の一つをみても，利益の確保→自己資本の充実という

好循環と，その逆の悪循環とが明らかにされている。

　つぎに，自己資本対固定資産比率（固定比率）をみ

ると，全般的（なかでも合単板製造業261.9→128.9％

へ）に向上のきざしがみえる。が，「100％以下」が

望ましいという目標値にはまだ遠く，100％をこえる

分については，長期借入金に頼っていることになる。

けれども，日本の大手企業は，自己資本の2倍以上が

固定資産といわれていることであるから，この点だけ

をみると中小製造業は平均して良いといえる。うらを

かえせば，大手企業は信用度が高く，長期借入金を多

く借り入れていることを意味している。

　自己資本に長期借入金を加味した固定長期適合率は

「80％以下」が望ましいといわれているが，製材業平

均では，まずは周辺業と同様にその水準に達してい

る。しかしながら，やはり欠損企業の成績は不良で，

不況に対する抵抗力の弱さをさらしている。

　一方，借金の返済能力を示す流動比率は「150％以

上」，当座比率は「100％以上」が望ましいといわれ

ているが，それからすると，中小製造業はおしなべて

水準以下にある。なかでも製材業と合単板

製造業の低さが目立つ。

　すでにのべたように，52，53年度にかけ

て企業の収益性は総体的に悪化もしくは低

位のままにあるが，企業の資金の資産構成

を示す比率（自己資本比率，固定比率，固

定長期適合率）は，わずかではあるが好転

している。遊休過剰設備の整理，減量合理

化などの対応の成果が映されているといえ

よう。ここでも，本道と全国との開きがみ

られる。この開きは年々大きくなつている

ので，懸念すべきことである。

　4． 生産性の動き

　労働生産性をあらわす従業員1人あたり

生産高，加工高，人件費の53／50年度の伸
びの状況は第1図に示すとおりである。

　図が示すように，本道製材業の50年度に対する53年

度における従業員1人あたり年間生産高の比率は，大

規模で210,7％，中規模で131.4％，小規模で106.2

％，総平均147.9％と上昇しており，規模による較差

がはっきりあらわれている。

　また，1人あたり年間加工高は本道製材業平均で

は135.5％となっているが，この比率は従業員1人あ

たり年間生産高の比率（平均147.9％）を下回ってい

る。したがって，生産性効率を示す第2図の加工高比

率（付加価値率）は50年度の36.6％から低下して，53

年度は33.5％となった。このことは，加工の程度が相

対的に低下したこと，あるいは相対的に原料高が反映

したことを物語っている。

　つぎに，本道製材業平均の従業員1人あたり年間人

件費は143万円（50年度）から212万円（53年度），

48.7％増となっている。規模別にみると，小規模：

184万円，中：215万円，大：234万円と規模による較

差がいぜんとして認められる。人件費の伸びが加工高

の伸び率を上回り，53年度の加工高対人件費比率（労

働分配率）は，50年度の48.3％から53年度52.2％と上

昇した。
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第1図　1人当り生産性（生産高，加工高，人件費）の比較（上：50年度　下：53年度）

第2図　生　産　性　効　率　の　比　較

　　ここで，赤字企業の特徴をさがし出すと，

　生産高はまずまずの水準としても付加価値率

　（又は1人あたり加工高）が低いのに労働分

　配率（又は人件費）が高いことである。「原

　木高の製品安」つまり付加価値額の低いこと

　にも基因するが，結果的には人件費倒れの様

　相を呈していることが認められる。一般に，

　この労働分配率が50％を超えると“赤信号”

　とみなされており，今後の上昇傾向には注意

　を要する。

　  生産性の効率を総括的にみると，国・道と

　もに製材業は，周辺業種・合単板製造業や家

　具建具製造業はもとより中小製造業平均水準

　に比べて，付加価値率がきわめて低いことが

　しられる。この一因として，機械装備の水準

　が製造業平均よりも低位であることがあげら

　れるが，なんといっても，慢性的な「原木高

　の製品安」の負担の重圧化によるものといえ

　よう。

　　　　　　　　　　　　　〔林産試月報　1980年11月〕



本 道 製 材 業 の 経 営 指 標 の 動 き

第3図　北海道の製材業及び中小企業の製造原価構成比

　5． 原価構成の動き

　製材業は原材料費比率がきわめて高く加工度の低い

業種である。

　第3図の黒字企業の原価構成比（53／50年度）にも

みられるように，売上高に占める原材料費の比率は約

60％と製造業平均約47％より13％も高い。

　このように付加価値（又は限界利益と略同一義）が

低いので，企業収益を左右するのは原木調達の良否と

いうことになり，総じて合理化のメリットは薄いとい

わざるをえない。限界利益率が低いことは，売上高が

低下すれは経営成績はきわめて悪化することになる。

12頁の付表2．「北海道における中小製造業と製材業

の原価構成割合」によれば，欠損企業と健全企業との

原価構成の違いは，原木費2.8％差と売上高の高低に

よって労務費・製造経費・販売費・一般管理費のすべ

てが相対的にわずかではあるが高くついているか否か

の差である。

　原価構成の53／50年度の比較でみのがせないのは，

製材業における労務費の占める比率が11.9（50年度）

％から13.9（53年度）％に増え，売上高の伸びを大き

く上回っていることである。これからさき，労務賃金

は上昇傾向をつづけるであろうことは疑いない。製材

業は限界利益幅がせまいのに，労務費の負担がこのま

まのペースで増加するとなれは，健全企業といえど

も，たちまち赤字に転落することは目にみえている。

経営合理化のメリットは薄いといっても，人件費倒れ

をさけるためには，なんといっても労働生産性を高め

るための省力化・自動化を強く押し進め，かつ操業度

を維持することに努めなけれはならないであろう。

　6． 損益分岐点

　黒字か赤字かその程度や原価特性については，第4

図の損益分岐点図（利益図ともいう）によってあきら

かにできる。

　おもな算定項目を対比すると，つぎのとおりであ

る。

　　　　　　　　　　健全企業　　  欠損企業

（S）売　上　高　　 707,158千円　469,503千円

（F）固　定　費　   187,861千円  134,346千円

（V）変　動　費　　 494,091千円　344,052千円
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第4図　北海道における製材業の損益分岐点図（昭和53年度）

　　　　　　　　　　　　　623,501千円　 502,791千円

　（1）変動費率＝（V÷S）×100

　　　　　　　　　　　　　　69.9％　　　   73.3％

　（2）固定費率＝（F÷S）×100

　　　　　　　　　　　　　　26.6％　   　　28.6％

  （3）限界利益率＝〔1－（V÷S）〕×100

　　　　　　　　　　　　　　30.1％   　　　26.7％

　 （4）損益分岐点比率＝（損益分岐点売上高÷

　　   売上高）×100　　　　　88.2％　　  107.1％

　健全企業と欠損企業の違いは，売上高が損益分岐点

の売上高に達したか，否かによることはいうまでもな

いが，さらに突込んでみると，限界利益率の差，つま

り変動費率の相異であることをしる。

　仮りに，欠損企業の売上高を損益分岐の売上高まで

に伸ばしたとすれば，その時の固定費率は（134,346千

円÷502,791千円）×100＝26.7（％）となり，健全

企業とほぼ同じ水準にあるとみなしうる。が，一方売

上高に比例して変動費率73.3％は変わらない。したが

って，健全企業と赤字企業の原価構成面での相異点と

しては，変動費率（69.9％／73.3％）の差があげられ

る。

　つまり，赤字企業では，変動費率

が割り高となっていること，付表2

でも明らかなように，原木費を除く

変動費にはほとんど差がみられない

ので，その主因は原木費が割高につ

いていること（または製品が割り安

に売られていること）である。

　黒字を計上するためには，まず売

上高を高めること，そのためには製

品需要・販売量の確保と工場の操業

度を高い水準に保つことでつる。つぎに，売上高に占

める原材料費の比率を低減するよう努力すること，そ

のためには原木調達・製品販売・付加価値の向上・製

材木取り技術の向上…………など，検討すべきことが

多い。要は，製材業固有の技術の向上と経営合理化と

原価低減をより徹底することにつきるのではなかろう

か。

　7． おわりに

　以上，製材業の経営状況について概見してみたが，

企業にはいろいろな規模のものもあり，立地・生産条

件，業務の内容なども会社によって異なっているの

で，比率の比較検討の際にはそのことを考え，自社の

特異性を含めて判断することが必要である。また企業

は生きものといわれているように，比率や指標も単独

で存在するものではなく相互に有税的関連性をもって

いる。このことを念頭において，個々の比率の高低に

一喜一憂することなく会社全体としての姿を把握し，

より適切な企業経営をめざすことが肝要と思われる。
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